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連結株主資本等変動計算書 
（平成27年12月１日から平成28年11月30日まで） 

 

 
株   主   資   本 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成27年12月１日残高 12,316 3,880 △2,808 △1,238 12,149

連結会計年度中の変動額   

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

 437  437

自 己 株 式 の 取 得  △0 △0

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額 (純額) 

  

連結会計年度中の変動額合計  437 △0 437

平成28年11月30日残高 12,316 3,880 △2,370 △1,238 12,587

 

 

その他の包括利益累計額 
非 支 配 
株 主 持 分 

純 資 産
合 計

そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の 
包 括 利 益 
累計額合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成27年12月１日残高 414 △7 477 7 891 944 13,985

連結会計年度中の変動額    

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

   437

自 己 株 式 の 取 得    △0

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額 (純額) 

△136 7 △269 △769 △1,167 51 △1,116

連結会計年度中の変動額合計 △136 7 △269 △769 △1,167 51 △678

平成28年11月30日残高 278 ― 207 △762 △275 995 13,307
 
（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。 
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（ご参考 平成26年12月１日から平成27年11月30日まで） 
 

 
株   主   資   本 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成26年12月１日残高 12,316 3,880 △1,673 △1,237 13,285

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

 △691  △691

会 計 方 針 の 変 更 を 
反 映 し た 当 期 首 残 高 

12,316 3,880 △2,365 △1,237 12,593

連結会計年度中の変動額   

親会社株主に帰属する 
当 期 純 損 失 

 △443  △443

自 己 株 式 の 取 得  △0 △0

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額 (純額) 

  

連結会計年度中の変動額合計  △443 △0 △443

平成27年11月30日残高 12,316 3,880 △2,808 △1,238 12,149

 

 

その他の包括利益累計額 
非 支 配 
株 主 持 分 

純 資 産
合 計

そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の 
包 括 利 益 
累計額合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成26年12月１日残高 274 △0 345 △201 418 983 14,687

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

   △691

会 計 方 針 の 変 更 を 
反 映 し た 当 期 首 残 高 

274 △0 345 △201 418 983 13,995

連結会計年度中の変動額    

親会社株主に帰属する 
当 期 純 損 失 

   △443

自 己 株 式 の 取 得    △0

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額 (純額) 

139 △6 131 208 473 △39 434

連結会計年度中の変動額合計 139 △6 131 208 473 △39 △9

平成27年11月30日残高 414 △7 477 7 891 944 13,985
 
（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。 
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連結注記表 
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

 1. 連結の範囲に関する事項 

   連結子会社の数   ５社 

    共和電機工業㈱ 

    ツダコマ・ゼネラル・サービス㈱ 

    ㈱T-Tech Japan 

    津田駒機械設備(上海)有限公司 

    津田駒機械製造(常熟)有限公司 

   非連結子会社の名称 

    ツダコマテクノサポート㈱ 

    TSUDAKOMA SERVICE INDIA PRIVATE LIMITED 

    ふぁみーゆツダコマ株式会社 

   連結の範囲から除外した理由 

非連結子会社はいずれも小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利

益剰余金等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の

範囲から除外しております。 

 

 2. 持分法の適用に関する事項 

   持分法適用の関連会社の数 １社 

    経緯津田駒紡織機械（咸陽）有限公司 

   持分法を適用しない非連結子会社の名称 

    ツダコマテクノサポート㈱ 

    TSUDAKOMA SERVICE INDIA PRIVATE LIMITED 

    ふぁみーゆツダコマ株式会社 

   持分法を適用しない理由 

非連結子会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。 
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 3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、津田駒機械設備(上海)有限公司及び津田駒機械製造(常熟)有限

公司の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、９月30日

で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。連結決算日までの期間に

発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。なお、その

他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

 4. 会計方針に関する事項 

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ① 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は主として移動平均法により算定しております) 

     時価のないもの 

      主として移動平均法による原価法 

   ② たな卸資産 

製品、仕掛品………………主として個別法による原価法（連結貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算出） 

半製品、原材料、貯蔵品…主として移動平均法による原価法（連結貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

出） 

   ③ デリバティブ 

時価法 
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  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    ① 有形固定資産 

     当社及び国内連結子会社は定率法、海外連結子会社は定額法によっております。 

     ただし、当社及び国内連結子会社は、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については定額法を採用しております。 

     なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物及び構築物 ３～50年 

機械装置及び運搬具 ４～12年 

 

    ② 無形固定資産 

     定額法によっております。 

     なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。 

 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

   ② 受注損失引当金 

    受注契約に係る損失に備えるため、当連結会計年度末において将来の損失が見込ま

れ、当該損失額を合理的に見積もることができるものについて、翌連結会計年度以

降の損失見込額を計上しております。 

   ③ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

    なお、役員退職慰労金に関する内規を廃止しましたので、引当金計上額は、制度廃

止日に在任している役員に対する廃止日における要支給額であります。 
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  (4) 重要なヘッジ会計の方法 

    イ ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約が付されている外貨建金

銭債権債務等については、振当処理を行っております。 

    ロ ヘッジ手段とヘッジ対象  

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約 外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引 

    ハ ヘッジ方針 

外貨建取引における為替変動リスクを回避する目的で、輸出入に伴う実需の範

囲内で為替予約取引を行っております。 

投機目的やトレーディング目的での取引は一切行わない方針であります。 

    ニ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約は、相場変動額をヘッジ期間全体にわたり比較し、有効性を評価して

おります。 

 

  (5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

   ① 退職給付に係る会計処理の方法 

    退職給付見込額の期間帰属方法 

     退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 

    数理計算上の差異の費用処理方法 

     数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

    小規模企業等における簡便法の採用 

     一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し

ております。 

 

   ② 消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 
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5. 会計方針の変更 

  （企業結合に関する会計基準等の適用） 

    「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結

財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事

業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）等を、当

連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配

株主持分への表示の変更を行っております。 

 

  （平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

    法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に

適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却

方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、この変更による当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益に与える影響額は軽微であります。 
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（連結貸借対照表に関する注記） 

 1. 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産 

建物及び構築物 1,315 百万円

機械装置及び運搬具 244  

土地 248  

計 1,808  

   上記に対応する債務 

短期借入金 500 百万円

長期借入金 250  

計 750  

 

 2. 有形固定資産の減価償却累計額    37,808百万円 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

 1. 当連結会計年度末における発行済株式の総数 

 
当連結会計年度期首

株式数(株) 
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度 
減少株式数(株) 

当連結会計年度末
株式数(株) 

普通株式 68,075,552 ― ― 68,075,552
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（金融商品に関する注記） 

 1. 金融商品の状況に関する事項 

  (1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については安全性の高い預金等に限定し、資金調達に

ついては主に銀行借入によっております。デリバティブは、後述するリスクを回

避するために利用しており、投機的な取引は行っておりません。 

  (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、内部管理規程に沿った与信管理によりリスク低減を図っ

ております。投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されており

ますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的にその時価の把握

を行っております。営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金は１年以内

の支払期日であります。借入金のうち、短期借入金は運転資金に係る資金調達で

あり、長期借入金は長期運転資金または設備投資に係る資金調達であります。デ

リバティブ取引は、外貨建営業債権債務に係る為替変動リスクの一部に対するヘ

ッジを目的とした為替予約取引であり、一定の社内ルールに従って実行、管理し

ております。 

 

  2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成28年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含めておりません。 

 
連結貸借対照表

計上額 
時   価 差   額 

 百万円 百万円 百万円

(1)現金及び預金 6,924 6,924 －

(2)受取手形及び売掛金 10,291 10,291 －

(3)投資有価証券 1,969 1,969 －

資産計 19,186 19,186 －

(4)支払手形及び買掛金 3,464 3,464 －

(5)未払金 4,555 4,555 －

(6)短期借入金 5,943 5,943 －

(7)長期借入金(※) 864 864 0

負債計 14,827 14,828 0

デリバティブ取引 － － －
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(※）長期借入金に記載された金額には１年内返済予定の長期借入金が含まれております。 

 （注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

   資産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 負債 

(4) 支払手形及び買掛金、(5) 未払金、並びに(6) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

(7) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

    

 （注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額24百万円）、子会社株式（連結貸借対照表計

上額33百万円）及び関連会社株式（連結貸借対照表計上額514百万円）は、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券」には

含めておりません。 
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（賃貸等不動産に関する注記） 

 賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

1. １株当たり純資産額 192.63円

2. １株当たり当期純利益 6.85円

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 

（その他の注記） 

 該当事項はありません。 
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株主資本等変動計算書 
（平成27年12月１日から平成28年11月30日まで） 

 

 

株   主   資   本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 
資本剰余金 

合計 

その他 
利益剰余金 

繰越利益剰余金
 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成27年12月１日残高 12,316 3,100 780 3,880 △2,647

事 業 年 度 中 の 変 動 額   

当 期 純 利 益   675

自 己 株 式 の 取 得   

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

  

事業年度中の変動額合計   675

平成28年11月30日残高 12,316 3,100 780 3,880 △1,972

 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 自己株式 

株主資本 
合計 

その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算 
差額等合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成27年12月１日残高 △1,238 12,310 409 △7 401 12,712

事 業 年 度 中 の 変 動 額   

当 期 純 利 益  675  675

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0  △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

 △131 7 △124 △124

事業年度中の変動額合計 △0 675 △131 7 △124 551

平成28年11月30日残高 △1,238 12,985 277 ― 277 13,263
 
（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。 
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（ご参考 平成26年12月１日から平成27年11月30日まで） 

 

 

株   主   資   本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 
資本剰余金 

合計 

その他 
利益剰余金 

繰越利益剰余金
 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成26年12月１日残高 12,316 3,100 780 3,880 △1,122

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

  △691

会計方針の変更を反映した 
当 期 首 残 高 

12,316 3,100 780 3,880 △1,814

事 業 年 度 中 の 変 動 額   

当 期 純 損 失   △833

自 己 株 式 の 取 得   

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

  

事業年度中の変動額合計   △833

平成27年11月30日残高 12,316 3,100 780 3,880 △2,647

 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 自己株式 

株主資本 
合計 

その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算 
差額等合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成26年12月１日残高 △1,237 13,835 271 △0 270 14,106

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

 △691  △691

会計方針の変更を反映した 
当 期 首 残 高 

△1,237 13,144 271 △0 270 13,414

事 業 年 度 中 の 変 動 額   

当 期 純 損 失  △833  △833

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0  △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

 137 △6 130 130

事業年度中の変動額合計 △0 △833 137 △6 130 △702

平成27年11月30日残高 △1,238 12,310 409 △7 401 12,712
 
（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。 
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 個別注記表 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 1. 資産の評価基準及び評価方法 

  (1) 有価証券 

    子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法 

    その他有価証券 

    時価のあるもの…… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの……移動平均法による原価法 

  (2) たな卸資産 

    製品、仕掛品…………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算出） 

    半製品、原材料、貯蔵品……移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算出） 

  (3) デリバティブ……時価法 

 

 2. 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

    定率法によっております。 

    ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、平成28年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しており

ます。 

    なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物………………３～50年 

構築物……………７～50年 

機械及び装置……７～12年 

車両運搬具………４～６年 

  (2) 無形固定資産 

    定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。 
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 3. 引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

  (2) 受注損失引当金 

受注契約に係る損失に備えるため、当事業年度末において将来の損失が見込まれ、

当該損失額を合理的に見積もることができるものについて、翌事業年度以降の損失

見込額を計上しております。 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して

おります。 

退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

なお、役員退職慰労金に関する内規を平成18年２月24日をもって廃止しましたので、

引当金計上額は、制度廃止日に在任している役員に対する廃止日における要支給額

であります。 
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 4.  ヘッジ会計の方法 

  (1）ヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭債

権債務等については、振当処理を行っております。 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約 外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引 

   ③ ヘッジ方針 

外貨建取引における為替変動リスクを回避する目的で、輸出入に伴う実需の範囲内

で為替予約取引を行っております。 

投機目的やトレーディング目的での取引は一切行わない方針であります。 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約は、相場変動額をヘッジ期間全体にわたり比較し、有効性を評価しており

ます。 

 

 5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

  (1）退職給付に係る会計処理 

    退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけ

るこれらの会計処理の方法と異なっております。 

  (2）消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 

 

6. 会計方針の変更 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実 

務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平

成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法

から定額法に変更しております。 

なお、この変更による当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与え

る影響額は軽微であります。 
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（貸借対照表に関する注記） 

 1. 担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産 

建物 1,315百万円 

機械及び装置 244

土地 248

計 1,808

  上記に対応する債務 

短期借入金 500百万円 

長期借入金 250

計 750

 2. 有形固定資産の減価償却累計額       36,258百万円 

3. 関係会社に対する金銭債権又は債務 

短期金銭債権 2,362百万円 

短期金銭債務 1,027

 

（損益計算書に関する注記） 

 1. 関係会社との取引高 

売上高 1,547百万円 

仕入高 2,701

その他の営業取引高 1,096

営業取引以外の取引高 39

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 1. 自己株式に関する事項 

 
当期首株式数 

(株) 
当期増加株式数

(株) 
当期減少株式数

(株) 
当期末株式数 

（株） 

普通株式 4,161,951 2,274 ― 4,164,225

 

 2. 変動事由の概要 

自己株式の増加は、単元未満株の買取請求による取得であります。 
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（税効果会計に関する注記） 

 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 (繰延税金資産) 

 繰越欠損金 2,676百万円 

 退職給付引当金 1,374  

 賞与引当金 194  

 貸倒引当金 279  

たな卸資産評価損 118  

 関係会社株式評価損 223  

 その他 172  

繰延税金資産小計 5,039  

評価性引当額 △5,039  

繰延税金資産合計 ―  

 (繰延税金負債) 

 その他有価証券評価差額金 118百万円 

 繰延税金負債合計 118  

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

 該当事項はありません。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

 1. 子会社及び関連会社等 

                                     （単位：百万円） 

種類 
会社等 
の名称 

所 
在 
地 

資
本
金

事業の 
内容 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合 

関連当事者 
との関係 

取引の 
内容 

取引 
金額 

科目 
期末
残高

子会社 
共和電機 
工業㈱ 

金

沢

市 

50 

電機製品、 

電気機械器具の 

製造・販売 

(所有) 
直接60.0% 
(被所有) 
無し 

当社製品の 
部品製造 
役員の兼任 

同社部品 

の購入 
2,420 

買掛金 211

未払金 628

子会社 
㈱ T-Tech 
Japan 

金

沢

市 

100
製織用準備機械

の販売 

(所有) 
直接51.0% 
(被所有) 
無し 

同社製品の製
造及び同社製
品の購入 
役員の兼任 

同社製品の

製造 
258 売掛金 523

同社製品の

購入手数料 
25 未払金 104

子会社 

津田駒 
機械製造 
（常熟） 
有限公司 

中

国

江

蘇

省

常

熟

市 

52,000 

千人民

元 

ウォータジェッ 

トルームの製 

造・販売 

(所有) 
直接76.9% 
間接23.1% 
(被所有) 
無し 

同社製品の 
部品販売 
役員の兼任 
資金の貸付 

資金 

の貸付 
158 

その他

(流動

資産)

843

利息 

の受取 
15 

その他

(流動

資産)

11

部品 

の販売 
498 売掛金 626

 

 2. 役員及び個人主要株主等 

                                  （単位：百万円） 

種類 
会社等の

名称 

所 
在 
地 

資 
本 
金 

事業の 
内容 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合 

関連当事者 
との関係 

取引の 
内容 

取引 
金額 

科目 
期末
残高

役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

所有し

ている

会社等 

㈱ 梶 製

作所 

か

ほ

く

市 

20 機械製造業

(所有) 

無し 

(被所有) 

直接0.1% 

間接 

無し 

当社の外注先 

役員の兼任 

当社製品 

の加工 
312 

買掛金 21

未払金 57

カジレー

ネ㈱ 

か

ほ

く

市 

25 織物製造業

(所有) 

無し 

(被所有) 

無し 

当社の得意先 

役員の兼任 

当社製品

の販売 
90 受取手形 61

 
(注)1．取引金額は消費税等抜で表示し、期末残高は消費税等込で表示しております。 
  2．取引条件及び取引条件の決定方針等 
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(1) 共和電機工業㈱に対する同社部品の購入等の取引条件については、一般取引先
と同様当社希望価格と提示された見積価格をもとにし、交渉の上決定しており
ます。 

(2) ㈱T-Tech Japanに対する取引内容については、当社が同社へ製織用準備機械の
OEM供給を行った上で同社製品の一部を購入し、最終的に当社得意先へ販売する
形態をとっております。当該内部取引を相殺することで会計上の処理を行って
おり、上記取引金額におきましては相殺後の金額を表示しております。 

  また、同社に対する同社製品のOEM供給及び同社製品の購入等の取引条件等につ
いては、当社希望価格と提示された見積価格をもとにし、交渉の上決定してお
ります。 

(3) 津田駒機械製造（常熟）有限公司に対する資金の貸付については、市場金利を
勘案して利率を合理的に決定しており、当社製品の販売の取引条件については、
一般取引先と同様当社希望価格をもとにし、交渉の上決定しております。 

(4) ㈱梶製作所に対する当社製品の加工等の取引条件については、一般取引先と同
様当社希望価格と提示された見積価格をもとにし、交渉の上決定しております。 

(5) カジレーネ㈱に対する当社製品の販売の取引条件については、一般取引先と同
様当社希望価格をもとにし、交渉の上決定しております。 

   3．津田駒機械製造（常熟）有限公司への債権に対し、500百万円の貸倒引当金を計上
しております。また、当期において9百万円の貸倒引当金繰入額を計上しておりま
す。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 
 
 1. １株当たり純資産額 207.52円

 2. １株当たり当期純利益 10.57円

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 

（その他の注記） 

 該当事項はありません。 
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